
　再編方針書（案）に対するご意見・ご提案をお
寄せください。

期間　５月２９日（金）まで
対象　宮津市内に在住・在勤の方

意見募集（パブリックコメント）
　意見募集や市民説明会での意見や提案等を踏ま
えて、更に幅広い見識や市民感覚を取り入れるた
め、再編方針書（案）検討会議を設置し、その市
民委員を 1 名募集します。

期間　５月 22 日（金）まで
資格　宮津市内に在住、在勤の方で、６月の平日

昼間（１回予定）の会議に出席可能な方

市民委員の募集

スケジュール

 

所 内 定 対 料 受 休 問問 T E L    FA X HP 注
所 内 定 対 料 受 休 問問 T E L    FA X HP 注
所 内 定 対 料 受 休 問問 T E L    FA X HP 注 財政課資産活用係 

所 内 定 対 料 受 休 問問 T E L    FA X HP 注
所 内 定 対 料 受 休 問問 T E L    FA X HP 注
所 内 定 対 料 受 休 問問 T E L    FA X HP 注 45‐1625

　平成 28 年 3 月に策定した「宮津市公共施設等総合計画」に
基づき、公共施設の最適配置と財政負担の軽減・平準化を進め
るため、宮津市公共施設再編方針書（案）（以下「再編方針書（案）」
を取りまとめました。
　この再編方針書（案）は今後、市民の皆さんのご意見を伺っ
た上で、6 月に策定（決定）したいと考えています。そのため、（１）
意見募集（パブリックコメント）、（２）市民説明会、（３）再編
方針書（案）検討会議の市民委員の募集を順次行いますの、ご
参加・ご応募よろしくお願いします。

日にち 時　間 会　場
５月 22 日（金） 午後 7 時 00 分〜 8 時 30 分 みやづ歴史の館 3 階　大会議室

５月 23 日（土） 午前 10 時 00 分〜 11 時 30 分 栗田地区公民館
午後 2 時 00 分〜 3 時 30 分 府中地区公民館

※対象者：宮津市内に在住、在勤の方
※事前申込不要。お住いの地区に関わらず、都合の良い会場にお越しください。
※ 5 月 8 日予定の宮津市自治連合協議会総会においても説明いたします。
　その他、各種団体・グループから、個別説明の依頼がありましたら別途対応いたしますので、
　資産活用係までお申し込みください。
※新型コロナ感染症の状況によって、説明会を中止する場合がございます。（市ホームページで発表）

市民説明会

応募様式：自由形式。下記事項を守って提出してください。
　　　　　・意見募集は「公共施設再編方針書（案）に対する意見」と付記した上で、ご意見等を記載。
　　　　　・市民委員募集は、応募動機、活動歴などを書いた400字程度のレポートの提出。
応募方法：財政課資産活用係あてに持参、郵送、FAX、電子メールで提出してください。
応募上の注意：住所、氏名または勤務先の団体名 ･ 団体の所在地 ･ 代表者氏名、電話番号 ･ 電子メール
　　　　　　　等の連絡先を記載してください。

〒 626-8501 宮津市字柳縄手 345-1　 0772-25-1691　 zaisei@city.miyazu.kyoto.jp

再編方針書（案）は、以下で閲覧、配布しています。
データ   市ホームページ
　紙　　市役所本館 3 階（財政課）、
　　　　福祉・教育総合プラザ 4 階（社会教育課）、　　　　
　　　　各地区公民館

応募方法

〜子どもや若者の将来負担を減らし、持続可能なまちづくりを進めるために〜

公共施設再編方針書（案）への意見募集

市民委員募集の締切5 月 22 日

意見募集の締切　　29 日

6 月予定

計画を実行市 HP

検討会議の開催

市議会へ説明
再編方針の策定（決定）

22・23 日 市民説明会

市議会へ説明　　27 日
3 月 再編方針（案）の作成
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築 29 年以下

築 30～59 年

築 60 年以上

築 29 年以下

築 30～59 年

築 60 年以上

　本市の人口は、昭和 30 年の 36,200 人から平成 27 年に
は 18,426 人に半減しており、令和 27 年には、さらに半減
し 9,436 人まで減少すると見込まれています※ 1。
　その一方で、本市の公共建築物（公共施設のうち建築物）
の保有状況は、国の調査結果※ 2 から、人口一人当たりの
公共建築物延床面積は 8.7㎡ / 人で、全国平均の 2.2 倍以
上と試算され、公共施設の保有量が過大となっています。

※ 1 国立社会保障・人口問題研究所の推計
※ 2 住民基本台帳 H31.1.1 時点、公共施設状況調経年比較表
　（共に総務省）

刻々と変化する社会に
　　　　　対応するために

進む施設の老朽化

宮津会館（築 52 年）。老朽化も著
しく、耐震安全性の基準も満たし
ておらず、吊天井落下の危険もあ
ります。

　築 30 年以上を経た施設が 58%、昭和 56 年以前の旧耐
震基準の施設が 34% あることから、今後、一斉に大規模
改修、建替え等が必要な時期を迎えますが、更新できなけ
れば安全性の確保は困難となります。

11%

60 年以上

止まらない人口減少
一人当たりの公共建築物延床面積

（m2 / 人）

8.7宮津市
京都市
福知山市
舞鶴市

京丹後市
宇治市
亀岡市
城陽市
向日市
長岡京市
八幡市

南丹市
木津川市

全国平均
3.82

府平均
3.56

施設分類  施設数 延床面積
（m2）

地域コミュニティ施設 21 9,244
学校教育施設及び
子育て支援施設 16 35,820

市民文化系施設 5 7,409
スポーツ施設 5 6,397
観光関連施設 10 15,496
産業系施設 13 1,621
市営住宅 23 22,603
保健・福祉施設 15 5,590
その他公共施設 116 36,620
合計 224 140,800

参考資料
公共建築物の保有状況

　本市の財政状況は、非常に厳しい状況（非常事態）にあ
り、平成 30 年秋に公表した今後 5 年間の財政見通しにお
いては約 40.9 億円の財源不足が見込まれ、財政健全化に
向けた取組みを全庁上げて進めているところです。今後は、
有利な財源を取り入れながら施設総量を削減し、維持管理
費用や更新費用等を抑制していく必要があります。

非常に厳しい財政状況

47%

42%
30 〜 59 年

29 年以下

公共建築物の築年数

耐震化の状況

34%

66%
新基準

旧基準

58％ が築 30 年以上

34％ が旧耐震基準
※昭和 56 年 5 月以前で
　耐震化改修無

京田辺市

綾部市
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宮津市公共施設
　再編方針書（案）とは

再編方針書（案）の実施効果
　再編方針書（案）どおりに実施した場合（再
編パターン）と、現在保有する公共建築物を
維持し続けた場合（単純更新パターン）につ
いて、今後 10 年間と 30 年間で修繕・更新費
用と延床面積を比較しました。30 年間で約
226 億円の削減効果が見込まれます。

　再編方針書（案）は、以下二つの目的のために個別具体の施設についての再編方針（集約化、休止、
譲渡等）を定めるものです。策定後は方針に沿って、サービスの選択と集中等による公共施設の最適配
置と財政負担の軽減・平準化を行います。

施設再編の５つの視点
＜計画期間＞
　総合管理計画に合わせて「令和 2 年度～令和
7 年度」を再編方針の期間とします。
　また、長期的な目標として 10 年後も想定して
おり、「財政健全化に向けた取組」に掲げた施設
は先行して実施する予定です。

270 億円
183 億円10 年間

30 年間 750 億円
524 億円

再編パターン
単純更新パターン

修繕・更新費

＜対象施設＞
・公共建築物 224 施設、延床面積約 14.1 万㎡
・児童遊園：23 施設
※それ以外の学校施設、市営住宅、都市公園、道
路・河川等のインフラ、上下水道施設については、
それぞれに長寿命化計画を策定することとして
います。

目的
（１）必要な行政サービスを継続し、持続可能な地域、まちづくりを進めていく
（２）子どもや若者へ過大な修繕・更新費等の将来負担を残さない

87 億円の削減（延床面積△ 15％）

226 億円の削減（延床面積△ 30％）

５ 優先順位に沿った迅速な対応
　５年毎に目標フェーズを定め計画的に実施しま
す。特に、安全性が確保できない施設、利用者が
少ない又は特定の者が利用する施設、民間や地元
へ有償譲渡等できる可能性の高い施設は、早期に
実施します。

１ サービスの選択と集中
　行政で行うべきサービスに集中し、行政以外で
サービス提供・補完が可能なものは休止・廃止し
ます。利用が少ない施設等は、集約・統合を図り
ます。

２ 施設の適正管理
　老朽化や旧耐震基準により安全性が確保できな
い施設は、早期に休止し、他の公共施設・民間施
設等へのサービス移転や、民間資金・民間手法の
活用を検討します。
　また、継続使用する施設は、適正な維持管理・
計画的な改修を行い、利便性の向上に努め、大規
模改修・更新等を行う場合は複合化を基本としま
す。

３ 遊休施設及び再編に伴い不要となる
    施設の譲渡

　遊休施設等は、まずは現状有姿のままでの有償
譲渡等とし、それが馴染まない施設は当面休止と
し、緊急性が高いものから計画的に除却します。

４ 受益者負担の原則化
　受益の範囲内で施設使用料等を見直すとともに、
無料施設の有料化を検討します。
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